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株式会社 遠藤照明

上記の事項につきましては、法令及び当社定款16条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様
に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記
の事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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会社の体制及び方針

会社の体制及び方針
1. 取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制

　当社は、2006年5月15日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決議し、適宜これを改
定しており、2023年3月15日開催の取締役会にて一部改定いたしました。
　その内容は以下のとおりであります。
(1) 取締役及び執行役員並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンス体制に係る規程を制定し、取締役及び執行役員並びに使用人に法令、定款の遵守を
周知徹底するとともに、「社員憲章」の輪読やコンプライアンス研修による啓蒙活動を行う。
　内部監査室は、当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の業務遂行、コンプライアンスの状
況等について監査を実施し、経営管理の方向性を示すことにより会社の組織的経営を側面から支援するとともに
内部統制の信頼性を高めるよう努める。
　また、コンプライアンス上の疑義のある行為等の社内報告体制として、内部通報制度を整備し、社内通報窓口
とは別に弁護士への外部通報窓口も設けて、通報者の保護を図るとともに、不正行為の早期発見と是正に努め
る。
　各子会社は、法令等を遵守することはもとより自主的に定めた基準に従い業務を遂行する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、その他取締役の職務執行に係る情報を含んだ文書については、定款及び取締役会規則、文書
管理規程等の社内規程に基づき適切に保存及び管理し、取締役、監査役及び内部監査室は、それらの情報を常時
閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、代表取締役社長が管理本部長をリスク管理に関する総括責任者に任命し、当社グループにおいて、災
害等が発生した場合に備えて、規程及び基準の整備を行う等、必要に応じて適宜見直しを図る。リスク管理の全
社的推進とリスク管理に必要な情報の共有化を図るため、コンプライアンスリスク管理委員会を設置し、「リス
ク管理規程」に則り、各事業部門において自律的にマネジメントを行い、重要な事項についてはコンプライアン
スリスク管理委員会に報告する。
　内部監査室は当社グループのリスク管理状況を監査し、その結果を当社代表取締役及び各子会社取締役に報告
する。
　取締役会は定期的に当社グループのリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。
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会社の体制及び方針

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、重要事項の決定を行うと共に、経営計画、組織体制等の重要な経営課題を協議する。
　取締役会における取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、
取締役会の諮問委員会として、指名・報酬諮問委員会を置き、代表取締役と社外取締役をその委員とする。指
名・報酬諮問委員会は、「指名・報酬諮問委員会規程」に則り、取締役会の諮問により、取締役の指名・報酬等
について審議した結果を取締役会に対して答申する。
　業務執行の効率性を高めるために執行役員制度を導入し、代表取締役社長は取締役会の方針や決議事項を執行
役員に指示、伝達し、執行役員は業務執行状況を報告する。
　経営執行会議は、取締役及び執行役員で構成し、取締役会の意思決定が迅速かつ効率的に行われるよう、取締
役会付議事項となる重要案件を事前に協議する。
　当社は、持続可能な社会の実現に向けた社会的責任を認識し、会社と社会の持続可能性の両立と中長期的な企
業価値向上を目指すため、取締役や監査役が参加するサステナビリティ推進組織として「サステナビリティ委員
会」を置く。
　サステナビリティ委員会は、気候変動、汚染防止、資源循環、水資源、生物多様性などの環境に関する事項、
人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配慮や公正・適切な処遇などの社会に関する事項、取引先との公正・
適正な取引、腐敗防止、コーポレートガバナンス、自然災害等への危機管理などのガバナンスに関する事項につ
いて検討し、サステナビリティ推進における課題や方針等、審議した結果を取締役会に対して答申する。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループの業務の適正を確保するため、当社から子会社に役員等を配置し、子会社を管理する。
　当社と子会社は定期的に生産効率改善会議及び海外拠点レビュー等を行い、当社グループ各社の円滑な情報交
換と効率的な事業運営を促進する。
　監査役と内部監査室は、子会社の事業規模を勘案して定期的にグループ管理体制を監査し、必要に応じて当社
代表取締役及び各子会社取締役に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用
人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役会と協議のうえ、監査役
の職務が実効的に行われるよう、専任の監査役スタッフを配置する。
　監査役スタッフは監査役の職務を補助するものとし、指揮命令は監査役が行うものとする。監査役スタッフの
人事及び評価については、監査役会の事前の同意を得るものとする。

(7) 取締役及び執行役員並びに使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制、報
告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当社グループの取締役及び執行役員並びに使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項及
び不正行為や法令並びに定款に違反する行為を認知した場合の他、取締役会に付議する重要な事項と決定事項
を、法令及び社内規程に基づき監査役に報告する。
　また、報告を行った取締役及び執行役員並びに使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として、不利な取
扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び執行役員並びに使用人に周知徹底する。

(8) 監査役の職務の執行の費用の支払いの方針、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、当社グループの取締役会及び主要な会
議に出席する。また、稟議書類等、業務執行に係る重要な文書を閲覧し、当社グループの取締役及び執行役員並
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びに使用人に説明を求めることができる。
　また、監査役はその独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに、内部監査室及び会計監査人と緊密
な連携を保ちながら監査が実効的に行われる体制を構築し運用する。
　監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、当該監査役の職務執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに処理する。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制を構築し、金融商品取引法その他の関係法令
に基づき有効性を評価して、この体制の強化・充実を図る。内部監査室は会計監査人と連携して、財務報告に係
る内部統制の有効性を継続的に評価し、当社グループは不備があれば速やかに是正するとともに、取締役会等に
報告する。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては断固とした姿勢で臨むことを
「倫理規程」に掲げ、関係排除に取り組む。反社会的勢力排除に向けた体制は、当社人事総務部を対応部署と
し、事案により関係部署と協議のうえ、組織的に対応する。
　また、警察、企業防衛協議会及び弁護士等との情報交換や各種研修への参加等により、外部専門機関との連携
を強化する。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
　当社は、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、内部統制システムの整備・運用をしております。当事業
年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。
(1) コンプライアンスに関する取組みの状況
　当社は、コンプライアンス体制に係る規程に基づき、取締役及び執行役員並びに使用人に法令、定款の遵守を
周知徹底するとともに、「社員憲章」の輪読等による啓蒙活動を行っております。取締役会議事録等の取締役の
職務執行に関する文書については、適切に保存及び管理しており、取締役、監査役及び内部監査室は、それらの
情報を閲覧しております。内部通報制度の整備により、社内通報窓口や監査役通報窓口、弁護士への外部通報窓
口を設けて、通報者の保護を図るとともに、不正行為の早期発見と是正に努めております。
　内部監査室は、当社グループの業務遂行、コンプライアンスの状況等を監査しております。

(2) 損失の危険に関する取組みの状況
　当社は、管理本部長がリスク管理に関する総括責任者の任に就き、当社グループにおいて、災害等が発生した
場合に備えて、規程及び基準の整備を行い、適宜見直しております。
　各事業部門において自律的なマネジメントを実施し、重要な事項については、コンプライアンスリスク管理委
員会へ報告を行い、リスク管理の全社的推進とリスク管理に必要な情報の共有化を図っております。
　内部監査室は、当社グループのリスク管理状況の監査を行い、その結果を当社代表取締役及び各子会社取締役
に報告し、取締役会は当社グループのリスク管理の問題点の把握と改善に努めております。

(3) 職務の執行の効率性の確保に関する取組みの状況
　当社グループは、取締役会で重要事項の決定と経営計画、組織体制等の経営課題を協議し、職務執行の効率化
に努めております。
　当社は、当事業年度において取締役会を19回開催した他、会社法及び定款の規定に基づく書面決議を２回実
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施いたしました。また、経営執行会議は、取締役及び執行役員で構成し、取締役会の意思決定が迅速かつ効率的
に行われるよう13回開催した他書面決議を４回実施し、取締役会付議事項となる重要案件を事前に協議いたし
ました。代表取締役と社外取締役を委員とする指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問により、取締役会の独
立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役の指名・報酬等について、審議した結果を取締役会に対して答
申しております。

(4) 当社グループにおける業務の適正を確保するための取組みの状況
　当社は、当社グループの業務の適正を確保するため、当社から子会社に役員等を配置して、子会社を管理して
います。当社と子会社は定期的に海外生産拠点経営執行会議や海外拠点課題検討会等を行い、当社グループ各社
の業務執行状況を監督しております。
　また、取締役や監査役が参加するサステナビリティ推進組織として「サステナビリティ委員会」を置き、気候
変動、汚染防止、資源循環、水資源、生物多様性などの環境に関する事項、人権の尊重、従業員の健康・労働環
境への配慮や公正・適切な処遇などの社会に関する事項、取引先との公正・適正な取引、腐敗防止、コーポレー
トガバナンス、自然災害等への危機管理などのガバナンスに関する事項について検討し、サステナビリティ推進
における課題や方針等、審議した結果を取締役会に対して答申しております。
　監査役と内部監査室は、子会社の事業規模を勘案して定期的にグループ管理体制を監査し、必要に応じて当社
代表取締役及び各子会社取締役に報告しております。

(5) 監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況
　当社の監査役は、3名のうち、1名が社内の常勤監査役、2名が社外監査役であり、監査役会を13回開催いた
しました。監査役は、取締役等の職務執行を監査するため、当社グループの取締役会等の主要な会議に出席し、
取締役会に付議する重要な事項と決定事項が法令及び社内規程に適合していることを確認しております。
　また、内部監査室及び会計監査人と緊密な連携をとって、監査が実効的に行われるよう努めております。

2. 株式会社の支配に関する基本方針
　特記すべき事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 5,155 5,516 18,405 △0 29,077
当期変動額
剰余金の配当 △480 △480
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,649 4,649
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －
当期変動額合計 － － 4,169 － 4,169
当期末残高 5,155 5,516 22,574 △0 33,246

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産
合計

その他有価証
券

評価差額金
繰延

ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る

調整累計額
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 14 △67 2,625 △114 2,457 0 31,535
当期変動額
剰余金の配当 △480
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,649
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 18 46 2,749 48 2,862 0 2,862

当期変動額合計 18 46 2,749 48 2,862 0 7,032
当期末残高 32 △20 5,374 △66 5,320 0 38,567

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 5 －



2024/05/24 16:48:08 / 23072563_株式会社遠藤照明_招集通知

連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
　　すべての子会社を連結しております。

①　連結子会社の数 11社
②　主要な連結子会社の名称

ENDO Lighting（THAILAND）Public Co.,Ltd.
昆山恩都照明有限公司
イーシームズ株式会社
Ansell Electrical Products Limited
Ansell（Sales & Distribution）Limited

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　ENDO Lighting （THAILAND ）Public Co.,Ltd. 、 イ ー シ ー ム ズ 株 式 会 社 、ENDO LIGHTING 
ACCESSORIES （INDIA ）PRIVATE LTD. 、ENDO Lighting SE Asia Pte.Ltd. 及 びENDO LIGHTING 
VIETNAM COMPANY LIMITEDの決算日は連結決算日と一致しております。
　昆山恩都照明有限公司及び恩藤照明設備（北京）有限公司の決算日は12月31日であります。
　また、Ansell Electrical Products Limited、Ansell Electrical Products Spain SL、Ansell（Sales & 
Distribution）Limited及びAnsell（Sales & Distribution）Republic of Ireland Limitedの決算日は１月31
日であります。連結計算書類の作成にあたっては、各社の決算日現在の計算書類を基礎として連結決算を行っ
ております。
　ただし連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

a.　有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの　時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等･･････････　主として移動平均法による原価法
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b.　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

c.　棚卸資産
商品・製品・仕掛品・原材料････　主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
貯蔵品････････････････････････　主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
②　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産･･･････････････････　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物並びに国内
連結子会社のレンタル資産については定額法を採用しております。
在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　５～50年
機械装置及び運搬具　　　２～15年
レンタル資産　　　　　　５～７年

　また、当社及び国内連結子会社は2007年３月31日以前に取得した
ものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間
で均等償却する方法を採用しております。

無形固定資産････････････････････　当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結子会社は所
在地国の会計基準に基づく定額法を採用しております。なお、当社及
び国内連結子会社の自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産･･････････････････････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年間で均等償却しております。

④　引当金の計上基準
貸倒引当金･･････････････････････　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金･･････････････････････　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年
度に対応する賞与支給見込額を計上しております。
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役員賞与引当金･･････････････････　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度
に対応する役員賞与支給見込額を計上しております。

製品保証引当金･････････････････　製品販売後に発生する当社負担の保守交換に係る費用に備えるた
め、過去の実績等に基づく将来発生見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金･･････････････　役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当連結会計
年度末の要支給額を計上しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用については期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び非支配株主持分に含めております。

⑥　ヘッジ会計の方法
a.　ヘッジ会計の方法

　原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識
されるまで資産又は負債として繰り延べる方法によっております。なお、金利スワップ取引については全
て特例処理の要件を充たすため、特例処理を行っております。

b.　ヘッジ手段とヘッジ対象
(ｲ) 資金の調達に係る金利変動リスク

　借入金をヘッジ対象として、金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。
(ﾛ) 外貨建負債に係る為替変動リスク

　外貨建の仕入等に係る金銭債務をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段として用いており
ます。

c.　ヘッジ方針
　デリバティブ取引は、業務遂行上、金融商品の取引を行うにあたって抱える可能性のある市場リスクを
適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的とする場合に限っております。

d.　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累
計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。ただし、
ヘッジ手段の内容とヘッジ対象の重要な内容が同一である場合には、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッ
シュ・フロー変動をヘッジ手段が完全に相殺するものと考えられるため、有効性の判定を省略しておりま
す。また、金利スワップ取引は特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。
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⑦　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
a.　照明器具関連事業

　照明器具関連事業においては、主として日本、アジア及び欧州の顧客に対して照明器具及びランプ等の
製造及び販売を行っております。
　国内の商品及び製品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期
間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。また、海外の販売については、主に
EXW による取引であり、工場（又は倉庫）からの出荷時に商品及び製品に対する支配が顧客に移転する
と考えられることから、出荷時点で収益を認識しております。

b.　環境関連事業
　環境関連事業においては、主として日本の顧客に対して照明器具及びランプ等の販売及びレンタル並び
に照明器具設備の設置・電気配線工事等の請負工事を行っております。
　商品の販売については、主として国内の販売であり、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転され
る時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
　請負工事については、工期が１ヵ月から３ヵ月程度であり、これらについては「契約における取引開始
日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合」として、代替的な取扱い
を採用し、工事完了時点で収益を認識しております。

c.　インテリア家具事業
　インテリア家具事業においては、主として日本の顧客に対してインテリア及び家具等の販売を行ってお
ります。
　国内の商品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常
の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
　各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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科目名 金額（百万円）
商品及び製品 10,822
仕掛品 269
原材料及び貯蔵品 1,172

科目名 金額（百万円）
繰延税金資産 947

2．会計上の見積りに関する注記
(1) 棚卸資産の評価

①　科目名及び当連結会計年度計上額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産の評価方法は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており、期末におけ
る正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額と
しております。また、廃番品及び滞留品についても簿価切下げルールを設けて、収益性の低下を連結計算書
類に反映しております。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　科目名及び当連結会計年度計上額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、利益計画に基づき課税主体ごとに将来の課税所得を合理的に見積り、将来
の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しております。当該判断は、収益力に基づく一時差異
等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び
将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているかどうかにより判断しております。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、
翌連結会計年度の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与
える可能性があります。
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担保提供資産 対応債務
建物 1,072百万円 １年内返済予定の長期借入金 780百万円
土地 1,497百万円 長期借入金 1,180百万円
計 2,569百万円 計 1,960百万円

有形固定資産
建物及び構築物 5,348百万円
機械装置及び運搬具 3,221百万円
レンタル資産 8,436百万円
リース資産 302百万円
その他 3,381百万円

保証先 極度額（百万円）
ノエル・カンパニー・リミテッド 400

3．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び対応債務

(2) 資産から直接控除した減価償却累計額

(3) 保証債務
　当社仕入債務の一括支払信託に係る受益権譲渡に関連して発生した下記会社の金融機関からの借入金等の債
務に対し、保証を行っております。

（4）期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われ
たものとして処理しております。
　　　受取手形　47百万円
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株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度
末株式数（千株）

普通株式 14,776 － － 14,776

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2023年 6 月28日
定時株主総会 普通株式 221 15.00 2023年 3 月31日 2023年 6 月29日

2023年10月31日
取締役会 普通株式 258 17.50 2023年 9 月30日 2023年12月 1 日

配当金の総額 332百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たりの配当額 22円50銭
基準日 2024年３月31日
効力発生日 2024年６月27日

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

(2) 配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2024年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案して
おります。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類及び数
　該当事項はありません。
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5．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定しております。
現金及び預金の中には外貨預金が含まれておりますが、主に製品及び原材料の輸入等の営業取引に係る為

替リスクを回避するためのものであります。また、資金調達については、主に銀行借入や社債発行により行
っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない
方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式ですが、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は

主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、輸入取引に係る為替の変動リスクのヘッジを目的とした為替予約取引及び借入金に

係る支払金利の変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引等を行っております。
③　金融商品に係るリスク管理体制

a.　信用リスク
営業債務や借入金は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。
b.　市場リスクの管理

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、四半期毎に把握された時価が取締
役会に報告されております。

借入金のうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図
るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しており
ます。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を充たしておりますの
で、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、ま
た、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引
を行っております。
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連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額
① 投資有価証券

その他有価証券 88 88 －
② 社債 （1,000） （993） 6
③ 長期借入金（１年以内含） （11,089） （11,062） 26
④ リース債務（１年以内含） （128） （126） 1

区分 当連結会計年度
非上場株式 12百万円

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日（当社の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入
金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。
　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）を参照ください。）。

（単位：百万円）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）市場価格のない株式等

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 88 － － 88

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 － 993 － 993
長期借入金 － 11,062 － 11,062
リース債務 － 126 － 126

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式等は取引所の価格を用いて評価しております。
これらは、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま

す。
社債、長期借入金、リース債務

これらの時価は、元利金の合計と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
1,384 △3 1,380 1,555

報告セグメント
合計照明器具

関連事業 環境関連事業 インテリア
家具事業 計

　日　本 20,707 6,450 1,174 28,331 28,331
　アジア 3,174 － － 3,174 3,174
　欧　州 16,307 － － 16,307 16,307
　その他 126 － － 126 126

顧客との契約から生じる収益 40,315 6,450 1,174 47,939 47,939
その他の収益 － 3,766 － 3,766 3,766
外部顧客への売上高 40,315 10,217 1,174 51,706 51,706

6．賃貸等不動産に関する注記
　当社グループでは、大阪府及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を有しており
ます。
　2024年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は95百万円（賃貸収益は営業外収益、賃貸費用は
営業外費用に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりでありま
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸用資産への用途変更（27百万円）であり、主な減少額

は賃貸用不動産に係る減価償却費（31百万円）であります。
３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。

7．収益認識に関する注記
 (1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)
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(単位：百万円)

当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,386
　顧客との契約から生じた債権（期末残高） 9,845
　契約負債（期首残高） 137
　契約負債（期末残高） 137

(1) １株当たり純資産額 2,610円11銭
(2) １株当たり当期純利益 314円67銭

 (2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(３) 会計方針に関する事項　⑦重要
な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 (3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、当初の予定契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用
し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。

8．１株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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当事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 5,155 3,795 1,743 5,539 21 4,552 4,573

当期変動額

剰余金の配当 △480 △480

当期純利益 2,736 2,736

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 2,255 2,255

当期末残高 5,155 3,795 1,743 5,539 21 6,808 6,829

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △0 15,268 8 △45 △37 15,231

当期変動額

剰余金の配当 △480 △480

当期純利益 2,736 2,736

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 12 45 58 58

当期変動額合計 － 2,255 12 45 58 2,313

当期末残高 △0 17,524 20 － 20 17,545

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 18 －



2024/05/24 16:48:08 / 23072563_株式会社遠藤照明_招集通知

個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式及び関係会社出資金････　移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）
市場価格のない株式等･･････････　主として移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・原材料・仕掛品････　主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
(4) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産･･･････････････････　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　７～50年
機械及び装置　　　　２～12年

　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法を採用しており
ます。

無形固定資産･･･････････････････　定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

リース資産･････････････････････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
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(6) 引当金の計上基準
貸倒引当金･････････････････････････　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金･････････････････････････　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に
対応する賞与支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金･････････････････････　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に対
応する役員賞与支給見込額を計上しております。

製品保証引当金･････････････････････　製品販売後に発生する当社負担の保守交換に係る費用に備えるた
め、過去の実績等に基づく将来発生見込額を計上しております。

退職給付引当金･････････････････････　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　なお、当事業年度末においては、年金資産が退職給付債務（未認
識数理計算上の差異を除く）を上回っているため、投資その他の資
産の「前払年金費用」に計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりで
す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金･･････････････････　役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度
末の要支給額を計上しております。

(7) ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識さ
れるまで資産又は負債として繰り延べる方法によっております。なお、金利スワップ取引については全て特
例処理の要件を充たすため、特例処理を行っております。
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②　ヘッジ手段とヘッジ対象
a.　資金の調達に係る金利変動リスク

　借入金をヘッジ対象として、金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。
b.　外貨建負債に係る為替変動リスク

　外貨建の仕入等に係る金銭債務をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段として用いておりま
す。

③　ヘッジ方針
　デリバティブ取引は、業務遂行上、金融商品の取引を行うにあたって抱える可能性のある市場リスクを適
切に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的とする場合に限っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計
又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。ただし、ヘッ
ジ手段の内容とヘッジ対象の重要な内容が同一である場合には、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッシュ・
フロー変動をヘッジ手段が完全に相殺するものと考えられるため、有効性の判定を省略しております。ま
た、金利スワップ取引は特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。

(8) 収益及び費用の計上基準
　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 照明器具関連事業
　照明器具関連事業においては、主として日本の顧客に対して照明器具及びランプ等の製造及び販売を行っ
ております。
　国内の商品及び製品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間
が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

② インテリア家具事業
　インテリア家具事業においては、主として日本の顧客に対してインテリア及び家具等の販売を行っており
ます。
　国内の商品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

(9) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　退職給付に係る会計処理の方法

　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。
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科目名 金額（百万円）

商品及び製品 5,452

仕掛品 34

原材料及び貯蔵品 253

科目名 金額（百万円）

繰延税金資産 673

２．会計上の見積りに関する注記
(1) 棚卸資産の評価

①　科目名及び当事業年度計上額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「2．会計上の見積りに関する注記　（1）棚卸資産の評価　②　識別した項目に係る重要な
会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　科目名及び当事業年度計上額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「2．会計上の見積りに関する注記　（2）繰延税金資産の回収可能性　②　識別した項目に
係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
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担保提供資産 対応債務
建物 1,072百万円 １年内返済予定の長期借入金 780百万円
土地 1,497百万円 長期借入金 1,180百万円
計 2,569百万円 計 1,960百万円

有形固定資産
建物 2,879百万円
構築物 174百万円
機械及び装置 970百万円
工具器具備品 1,929百万円
その他 19百万円

保証先 金額（百万円）
（借入債務）
イーシームズ株式会社 210

保証先 極度額（百万円）
ノエル・カンパニー・リミテッド 400

短期金銭債権 2,423百万円
長期金銭債権 3,730百万円
短期金銭債務 1,789百万円

３．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び対応債務

(2) 資産から直接控除した減価償却累計額

(3) 保証債務
①　関係会社に対するもの

②　関係会社以外に対するもの
　当社仕入債務の一括支払信託に係る受益権譲渡に関連して発生した下記会社の金融機関からの借入金等の債
務に対し、保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(5) 期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして
処理しております。
　　　受取手形　41百万円
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営業取引による取引高
売上高 5,561百万円
仕入高 7,555百万円
部材有償支給高 255百万円
販売費及び一般管理費 55百万円

営業取引以外の取引高 1,023百万円

株式の種類 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 0 － － 0

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

－ 24 －
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 273百万円
賞与引当金 161百万円
貸倒引当金 23百万円
役員退職慰労引当金 33百万円
減価償却費及び減損損失 16百万円
製品保証引当金 173百万円
関係会社株式評価損 197百万円
繰越欠損金 991百万円
その他 88百万円
繰延税金資産小計 1,958百万円
評価性引当額 △1,216百万円
繰延税金資産合計 742百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △60百万円
その他有価証券評価差額金 △9百万円
繰延税金負債合計 △69百万円

繰延税金資産の純額 673百万円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

－ 25 －
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種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合(％) 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

昆山恩都照明
有限公司

所有
直接 100.0

照明製品及び部材の
仕入、照明部材の有
償支給、債務保証並
びに役員の兼任

照明製品・
部材の仕入（注１） 6,148 買 掛 金 1,586

業務受託収入（注５） 37 流 動 資 産
そ の 他 4

債務保証（注３） － － －

イーシームズ
株式会社

所有
直接 100.0

レンタル用及び販売
用照明器具等の販
売、債務保証並びに
役員の兼任

照明製品の売上（注４） 5,459 売 掛 金 467

資金の貸付（注２） 1,800 長期貸付金 3,730

資金の回収 1,460 流 動 資 産
そ の 他 1,740

利息の受取（注２） 33 流 動 資 産
そ の 他 3

業務受託収入（注５） 107 流 動 資 産
そ の 他 22

債務保証（注６） 210 － －

７．関連当事者との取引に関する注記
当社の子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）製品・部材の購入価格については、両社間で合意された取引価格設定基準に基づき決定しております。
（注２）子会社に対する貸付金利息については、市場金利を勘案して決定しております。
（注３）子会社の為替予約取引に対して保証を行っております。
（注４）製品の売却価格については、両社間で合意された取引価格設定基準に基づき決定しております。
（注５）業務受託収入は、業務受託の内容、第三者に委託した場合の市場価格等を基に、合理的に決定しておりま

す。
（注６）子会社の借入債務に対して保証を行っております。なお、取引金額には保証債務の期末残高を記載しており

ます。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「7．収益認識に関する注記」
に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 1,187円39銭
(2) １株当たり当期純利益 185円16銭

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 27 －


